
中
小
企
業
者
等
に
対
す
る
金
融
の
円
滑
化
を
図
る
た
め
の
臨
時
措
置
に
関
す
る
内
閣
府
令
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令
（
平
成
二
十
三
年
内
閣
府
令
第
十
四
号
）

○

改

正

案

現

行

附

則

附

則

１
・
２

（
略
）

１
・
２

（
略
）

（
新
設
）

３

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
東
日
本
大
震
災
（
平
成
二
十
三
年
三
月
十
一

日
に
発
生
し
た
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
及
び
こ
れ
に
伴
う
原
子
力
発
電
所
の

事
故
に
よ
る
災
害
を
い
う
。
）
に
よ
り
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例

に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
た
平
成
二
十
三
年
四
月
一
日
前
の
各
期
間
に
係
る
法
第
七

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
説
明
書
類
の
作
成
又
は
法
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
報
告
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
平
成
二
十
三
年
四
月
一
日
前
の
各
期
間

に
係
る
説
明
書
類
の
作
成
又
は
報
告
」
と
い
う
。
）
を
行
う
こ
と
に
支
障
が
生

じ
た
金
融
機
関
（
法
第
二
条
第
一
項
（
第
四
号
及
び
第
七
号
か
ら
第
十
四
号
ま

で
を
除
く
。
）
に
規
定
す
る
金
融
機
関
を
い
う
。
）
は
、
こ
の
府
令
に
よ
る
改

正
後
の
中
小
企
業
者
等
に
対
す
る
金
融
の
円
滑
化
を
図
る
た
め
の
臨
時
措
置
に

関
す
る
内
閣
府
令
別
紙
様
式
第
一
号
又
は
第
二
号
の
例
に
よ
り
平
成
二
十
三
年

四
月
一
日
前
の
各
期
間
に
係
る
説
明
書
類
の
作
成
又
は
報
告
を
す
る
こ
と
が
で

き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
理
由
を
こ
れ
ら
の
様
式
に
注
記
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。


